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●元気な人に働いてもらいた
い 
●最低週４日は働いてほしい 
●なるべく現場（店舗）で働
いてほしい 
●即戦力として働いてほしい 
●働きやすい職場環境を実現
したい 
●人物本位の採用をしたい 

など 

●定年後もこれまでの経験を
生かしたい 
●勤務は週3日など弾力的勤務
を希望したい 
●自宅にこもるのはまだ早い 
●職務経験を適材適所で生か
したい 
●福利厚生を充実させてほしい 
●親身な労務管理制度をつく
ってほしい 
●やる気を尊重してほしい 

など 

７．企業にも高齢者にも無理のない仕組みづくりを 

企業の 
 

ニーズ 

ニーズ
マッチ
の領域
を増や
しまし
ょう 

高齢者の 
 

ニーズ 定 年 後 定 年 前 

正　社　員 正　社　員 

賞与、賃金などが異なる 

勤務時間、給与形態などが異なる 

嘱 託 社 員 

パ ー ト 
ア ル バ イ ト 

パ ー ト 
ア ル バ イ ト 

Ⅱ．高齢者雇用を考えるうえでのポイント 
１．従業員のライフプランを考えていますか 

定年後の就業を考えた場合、60歳を迎えてから検討するのでは対応が遅れてし
まいます。60歳を迎える前から、事前に準備しておくことが重要となります。 
外食産業の特徴としては、従業員の多くが「パート・アルバイト」従業員によ
って成り立っているという点をあげることができます。定年前後の雇用形態とし
ては、下図のように正社員の再雇用だけでなく、パート・アルバイト従業員の再
雇用についても考えていく必要があります。 
外食産業では、パート・アルバイト従業員は正社員よりも60歳に到達する人の
数も多く、継続雇用の際には配慮が必要です。 

優秀な人材を確保しつづけたい企業と、60歳以降も働き続けたいという意欲的
な高齢者のニーズをマッチさせることは、外食産業の労働力の安定確保に結びつ
けることができます。そのためには、高齢者の意識や状況をふまえ、高齢者の就
労ニーズと企業のニーズが一致する領域を増やしていく努力が必要になります。
そうした努力によって、就労する高齢者にとっても、また、就労させる企業にと
っても、お互いに満足のいく高齢者雇用が実現されることになるでしょう。 

◆ 定年前後の雇用形態 
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定年後の就業を考えた場合、定年前の職域や専門性などによって、ライフプラ
ンも異なってきます。特に、就業環境が大きく変化する場合には、事前に様々な
準備が必要となります。こうした点をふまえ、企業では 

などを進め、再雇用の対象となる高齢者が意欲を持って勤務できる体制を整え
ておくことが大切です。 

２．高齢者の再雇用にあたって必要な準備 

現時点では高齢者雇用対象者が少ない企業が多く、雇用の手続きも個別に行う
ことができているかもしれませんが、今後対象者が増えていった場合に備え、事
前の準備や高齢者雇用体制づくりは必須となります。 
企業内で高齢者雇用を円滑に進めるにあたっての流れを以下に示します。 

３．高齢者雇用のポイント・留意点 

①本人の職歴を考慮した人材の適性配置 

②資格取得や自己啓発に関して本人が選択できる職場の導入の検討 

③各種教育研修の実施 

定年間近の従業員の処遇を考えることが第一では

ありますが、定年時に納得のいく再就職ができるよう、

定年以前から社員に定年後のセカンドキャリアを考

えておいてもらうことも会社の役目と言えます。 

セカンドキャリアについては40、50歳代から考

えはじめても早すぎることはありません。会社のジ

ョブローテーションや人事状況をふまえ、最適なタ

イミングでのライフプランセミナー、生涯設計セミ

ナー等を企画していきましょう。これらのセミナー

や研修は外部のパートナーとともに企画している企

業も少なくはありません。 

社員にキャリアプランを考えさせましょう 

～定年後もキャリアは続きます～ 

再雇用制度の説明と労働条件の提示 

明確にすべき項目 
　対象者 
　基準（労使協定等との関連） 
　　※該当者自身がその基準に該当するか否かが予見されることが大切です 
　開始時期 
　契約期間（更新時期等を明確に） 
　勤務場所 
　職種 
　雇用形態、勤務形態（労働時間） 
　月例賃金 
　賞与、諸手当 
　その他（有給休暇、休日の規定など） 

再雇用制度説明の時期
（定年年齢の○年前） 
も決めておきましょう 

面接・意思確認 

明確にすべき項目 
　面談・ヒアリング対象者（直属の上司等） 
　人事と本人との面談手順 
　対象者のセカンドキャリアの考え方 

選考・審査 

ここで選考基準を設ける場合は、「再雇用制度の説明と労働条件の提示」
の段階でその内容を説明しておくことが大切です。 

採　用 

不採用の場合は、本人が納得するような理由を提示できるようにして
おきましょう。 

定　着 

留意しておくべき項目 
　健康管理（定期健診などの体制） 
　福利厚生 
　評価制度の基準 
　能力開発（研修、資格） 
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